
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26-16） 

 

１ マーシャル諸島は 2029 年、太平洋諸島フォーラム（PIF）首脳会議の三度目の主

催国となる。これにより、本年を含め今後 4 回の首脳会議のうち 3 回をミクロネシア

地域で開催されることとなった。本年はパラオで、来年は 16 年振りに NZ だが、2028

年は独立 60周年を迎えるナウルでの開催が正式に決まっている。2029年はマーシャル

諸島にとって独立 50周年となる。 

原文 

（28th August 2026, Marshall Islands Journal） 

 

２ パラオのウィップス大統領は、8月 31日、第 55回 PIF首脳会議ウィークの幕開け

となる小島嶼国（SIS）首脳会議において、前任者であるキリバスのマーマウ大統領の

リーダーシップに感謝の意を表するとともに、PIF関連イベントを主催する名誉につい

て触れた。マーマウ大統領は自国からバーチャル参加し、議長引継ぎに際し「こうし

た集まりこそが、直面する複雑な課題に対し、アイディアと解決策を一致させる権限

と機会をリーダーに与えるものだ」と述べた。 

原文 

（31st August 2026, PACNEWS） 

原文 

（1st September 2026, Pacific Islands Times） 

 

３ 8月 31日に開幕した第 55回 PIF首脳会議の開会式において、ソロモン諸島のホウ

エニプウェラ外相は、同フォーラムへの台湾の参加に対する中国の不快感を受けて

「パートナーは歓迎し、支援は評価するが、志の実現を後押ししてほしいのであって、

妨げになってはいけない。友情と脅威は両立し得ない。」と述べた。また、同国のワ

レ首相から議長を引き継いだパラオのウィップス大統領は、「太平洋地域の課題は地

域主導で進められるべきであり、フォーラムは島嶼国の未来を形作る政治的な拠点で

あり続けなければならない。」と述べた。 

原文 

（1st September 2026, Pacific Islands Times） 

 

４ 第 55回 PIF首脳会議が開幕したが、加盟 18か国のうちソロモン諸島、キリバス、

フィジー、バヌアツ、サモアの 5 か国の首脳が欠席した。主な欠席の理由としては、

国内政治、健康問題、渡航上の問題などが挙げられたが、一部では中国が関与してい

https://pina.com.fj/2026/08/31/palau-takes-sis-chair-president-whipps-calls-for-results-that-reach-the-people/
https://www.pacificislandtimes.com/post/smaller-island-states-stand-united-on-shared-priorities
https://www.pacificislandtimes.com/post/our-ocean-is-not-empty-space-for-rivalry-pacific-islands-forum-leader-says


るとの見方もあり、NZ のピーターズ外相は直接的な非難は避けつつも、これらの国の

首脳が一斉に欠席していることは“非常に疑わしい”と述べた。 

原文 

（1st September 2026, AP） 

原文 

（3rd September 2026, Fiji Political Review） 

 

５ パラオのウィップス大統領は、第 55 回 PIF 首脳会議における複数国の首脳の欠席

を受けて、同フォーラムの開催日程を毎年固定することを検討することについて呼び

かけた。全員が揃わない中で「one voice」ということは困難であり、スケジュールが

予見可能であることにより出席率が高まり、地域の一体性が強化される、と述べた。 

原文 

（1st September 2026, Island Times） 

 

６ 米国国際開発金融公社（DFC）が、太平洋地域へ本格進出する方針を示した。2050

億ドルの投資能力を持つ同公社は、これまで多くの太平洋島嶼国への投資が制限され

きたが、米議会において対象国が拡大され、広く活動できるようになった。DFCのヴィ

ック最高政策責任者は、PIF 首脳会議期間中のインタビューにおいて、DFC にとって全

く新規のマーケットであり、ヘルスケアや重要鉱物、インフラ、エネルギーなどを優

先分野として、柔軟に投資を検討していきたい、と述べた。。 

原文 

（1st September 2026, Island Times） 

 

７ 米国は、太平洋地域へ 1 億 5000 万ドルを超える投資と支援を実施すると発表した。

米国務省は、トランプ政権は太平洋諸国との関係を“米国の企業活動と投資を推進さ

せる”方向へ転換させており、今回の発表は発展途上国に対するアプローチと類似の

ものであると述べた。エネルギーインフラ改修と貯蔵能力構築のための 6000 万ドルが

最大の拠出額であり、9 月 1 日に発表されたクック諸島の港湾への 5000 万ドルがこれ

に続く。また、コンパクト同盟国のパラオ、ミクロネシア、マーシャル諸島へは、米

国政府による海外ボランティア機関である平和部隊（Peace Corps）が再度派遣される

予定である。 

原文 

（3rd September 2026, RNZ） 

 

８ 9月 2日、豪州のアルバニージー首相と太平洋諸国の首脳は、麻薬密輸対策を目的

とした太平洋主導の海上安全保障構想「ワカ・モアナ」を全会一致で承認した。同構

想は、太平洋地域の警察部隊や現場対応要員に実用的な情報を提供することに重点を

置くものであり、実施を支援するためにアルバニージー首相は 6 億豪ドルの支援策を

発表した。 

https://apnews.com/article/china-taiwan-pacific-islands-forum-beijing-taipei-98d61be45393e17135c4f88f7bd5e4ee
https://fijipoliticalreview.com/leaders-missing-and-china-furious-the-pacific-islands-forum-off-to-a-decidedly-shaky-start/#:~:text=Five%20heads%20of%20government%20are%20absent%20%E2%80%94,joint%20statement%20responding%20to%20China's%20missile%20test
https://islandtimes.org/forum-chair-whipps-pushes-for-fixed-annual-date-for-pif-leaders-meeting/
https://islandtimes.org/u-s-dfc-enters-pacific-with-205-billion-global-investment-capacity-seeks-projects-aligned-with-island-priorities/
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1239041/us-unveils-more-than-150-million-deal-in-pacific-investments-and-assistance


原文 

（3rd September 2026, Solomon Star） 

 

９ 9月 3日、豪州のアルバニージー首相とパラオのウィップス大統領は、パラオ初と

なる大規模太陽光発電所を訪問した。同発電所は豪州太平洋インフラ融資ファシリテ

ィ（AIFFP）を通じて設置されたもので、新たに蓄電池システムが導入された。これに

より蓄電容量が倍増し、パラオの総発電量に占める再生可能エネルギーの割合は 25％

に増加、年間 100万リットル以上のディーゼル燃料を削減できる見込みである。 

原文 

（4th September 2026, Island Times） 

 

１０ 第 55 回 PIF 首脳会議が 9 月 3 日に閉会した。各国首脳らは、海洋主権、漁業、

深海鉱物、海洋汚染に関する地域的な立場を強化し、海面上昇、違法漁業、海洋資源

への圧力の高まりには地域が一体となった行動が必要であると警告した。また PIF 共

同声明において、地域における行動の指針となる 2026 年 PIF 首脳海洋宣言を承認した。

あわせて、2027 年 1 月に開催される国連公海等生物多様性協定（BBNJ 協定）の第 1 回

締約国会議（COP1）に向け、太平洋海洋コミッショナー事務所（OPOC）に準備の調整

を指示した。気候変動問題では、海面上昇に直面しても加盟国の主権や海洋区域が維

持されるべき方針を再確認するとともに、未締結の海洋境界条約を早期に締結するこ

とを約束した。漁業分野では、漁業資源からより大きな経済的・社会的利益を確保す

ることに重点を置いた「ヴァカマヌ地域太平洋漁業戦略 2026-2035」を承認したほか、

違法漁業対策の迅速な強化を図ることの必要性を訴えた。深海鉱物資源開発について

は、各国の主権を最大限尊重しながら、地域協力を継続することが確認された。環境

面では、プラスチック汚染を包括的に規制する国際協定の締結や、海運の脱炭素化に

向けた連携を推進していくことで一致した。 

原文 

（4th September 2026, PACNEWS） 

原文 

（4th September 2026, Islands Business） 

 

１１ 第 55 回 PIF 首脳会議は 9 月 3 日、ナウルを除く加盟国が、7 月に行われた中国

のミサイル試射に対する懸念を表明した。発表された共同声明においては名指しこそ

なかったものの、大陸間弾道ミサイルの実験を実施するすべての国に対し、少なくと

も 24時間前の事前通知を含め、透明性と安心感を提供するよう求めた。 

原文 

（4th September 2026, RNZ） 

 

１２ NZ は、パラオで開催された第 55 回 PIF 首脳会議の後に、2027 年にオークラン

ドで開催予定のフォーラムに向けて、PIFトロイカに加わることとなった。パラオは引

https://www.solomonstarnews.com/australia-announces-aud600m-package-to-counter-drug-trafficking-in-the-pacific/
https://islandtimes.org/australia-delivers-battery-storage-to-boost-palaus-renewable-energy-transition/
https://pina.com.fj/2026/09/04/forum-leaders-tighten-pacific-position-on-oceans-fisheries-and-deep-sea-minerals/
https://islandsbusiness.com/news-break/pacific-leaders-wrap-up-palau-meeting/
https://www.rnz.co.nz/news/politics/1251878/pacific-islands-forum-winds-up-by-rebuking-china-nuclear-test


き続き議長国であるものの、これにより NZ は次期議長国として地域のアジェンダ策定

に貢献することになる。 

原文 

（6th September 2026, Indian NewsLink） 

 

１３ ソロモン諸島のワレ首相に対する不信任決議案が撤回された。同案はマエラン

ガ前内相により提出され、議会で審議予定であったが、9月 6日に撤回文書が提出され

た。ワレ首相は、第 55 回 PIF 首脳会議に参加する予定で 8 月 29 日にパラオに到着し

たばかりであったが、同不信任決議案を受け、国内の政治危機に対処するため翌日早

朝にパラオから帰国することとなった。 

原文 

（7th September 2026, RNZ） 

 

１４ 9月 2日に発表された国連環境計画（UNEP）の新たな報告書「オーバーシュート

の抑制」では、今後数年以内に世界の平均気温上昇が 1.5℃のラインを超えることが確

実になっており、気候変動のリスク・影響を非常に危険な水準に押し上げることにな

るが、温室効果ガスの即時かつ継続的な削減等により、このオーバーシュートの規模

と期間を最小限に抑え、気温を再び低下させ、パリ協定に掲げられた目標を達成する

ことは可能であると提示された。 

原文 

（7th September 2026, Matangi Tonga） 

原文 

（7th September 2026, UNEP） 

 

１５ 豪州とソロモン諸島の間で 6月 3日から交渉が進められていた包括条約が、9月

8日、原則合意に達した。豪州の公営放送によれば、この条約により、豪州はソロモン

諸島に 9 億 88000 万豪ドル以上の資金提供を行うことが約束され、同資金は、ワレ首

相の看板政策である無償教育政策、ビザ制度の改善、安全保障支援などの取組みに充

てられることとなる。 

原文 

（8th September 2026, Mainichi） 

 

１６ 9月 2、3日にクアラルンプールで開催された第 11回マラッカ海峡国際会議にお

いて、マレーシアのポートクラン港湾局長のスブラマニアム氏は、海峡貿易からの徴

収によって資金を賄う基金の設立を提案した。これに対しシンガポール海事港湾庁は、

通過通航は「開かれた」「安全」なものでなければならないとしつつ、他の仕組みの

検討可能性を示唆した。日本のマラッカ海峡協議会の河野専務理事も慎重な姿勢を示

し、通過通航に対し通航料を取ることは国連海洋法条約で禁止されているとした。ま

た、インドシアの参加者も貨物が他のルートに流れる可能性があることを警告した。 

https://www.indiannewslink.co.nz/new-zealand-steps-up-to-lead-pacific-forum
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1275052/no-confidence-motion-against-solomon-islands-pm-withdrawn
https://matangitonga.to/2026/09/07/world-set-cross-15-c-global-warming-un-warns
https://www.unep.org/resources/limiting-overshoot-navigating-exceedance
https://mainichi.jp/english/articles/20260908/p2g/00m/0in/037000c


原文 

（9th September 2026, Ship And Bunker） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://shipandbunker.com/news/apac/189172-malaysian-port-chief-floats-transit-levy-fund-for-strait-of-malacca


 

 
 


